
　

第65回定時株主総会招集ご通知
インターネット開示事項

　

連結注記表
　

個別注記表

（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）

日本光電工業株式会社

連結注記表および個別注記表につきましては、法令および当社定款第
16条の定めに基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.nihonkohden.co.jp/ir/info/soukai.html）に掲載し、
株主の皆様に提供しております。
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連結注記表

連結計算書類作成の基本となる重要な事項等
1. 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ………………… 40社
　 主要な連結子会社

　日本光電東京㈱
　日本光電関西㈱
　日本光電富岡㈱
　日本光電アメリカ㈱
　日本光電ヨーロッパ㈲ 他35社
なお、オレンジメッド㈱、日本光電ドイツ㈲、日本光電メキシコ㈱、日本光電四国㈱を連結の範囲に含め
ています。

　
2. 持分法の適用に関する事項

持分法適用会社の数 …………… ０社
　 持分法非適用関連会社はありません。

3. 連結子会社の事業年度に関する事項
連結子会社のうち上海光電医用電子儀器㈲、日本光電ブラジル㈲、リサシテーションソリューション㈱、
デフィブテック LLC、日本光電ラテンアメリカ㈱、および日本光電メキシコ㈱の決算日は12月31日です
が、連結決算日(３月31日)との差異が３ヶ月を超えていないため、連結に際しては、当該決算日の計算書
類を使用し、かつ連結決算日との間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行うこととし
ています。

4． 会計方針に関する事項
（1）有価証券の評価基準および評価方法

そ の 他 有 価 証 券
時 価 の あ る も の：決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）
時 価 の な い も の：移動平均法による原価法

（2）デリバティブの評価基準および評価方法
為替予約取引は、時価法によっています。
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（3）たな卸資産の評価基準および評価方法
評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）、評価方法は主として
次の方法によっています。
　 製品・商品・半製品：移動平均法
　 仕 掛 品：個別法
　 原 材 料 ・ 貯 蔵 品：移動平均法

（4）固定資産の減価償却の方法
① 有 形 固 定 資 産

（リース資産を除く）
：当社および国内連結子会社は、主として定率法（ただし、平成10年４月１日以
降に取得した建物（附属設備を除く）は定額法）を採用し、在外連結子会社は主
として定額法を採用しています。
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　 建物及び構築物 ３～50年
　 機械装置及び運搬具 ２～15年

② 無 形 固 定 資 産
（リース資産を除く）

：定額法を採用しています。ソフトウエアについては、利用可能期間（３～５年）
による定額法を採用しています。

③ リ ー ス 資 産：所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法（定額法）によ
っています。

（5）重要な引当金の計上の方法
① 貸 倒 引 当 金：債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しています。

② 賞 与 引 当 金：従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上して
います。

③ 製品保証引当金：製品の出荷後、無償で行う補修費用に備えるため、売上高に対する当該費用の発
生割合および個別見積に基づいて補修費用の見込額を計上しています。

（6）退職給付に係る会計処理の方法
　 ① 退職給付見込額の期間帰属方法

：退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に
帰属させる方法については、給付算定式基準によっています。

　 ② 数理計算上の差異の費用処理方法
：数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数(５年)による定率法により按分した額を、それぞれ発生の翌
連結会計年度から費用処理することとしています。
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（7）重要な外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して
います。なお、在外子会社等の資産および負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益
および費用は、期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含
めて計上しています。

（8）重要なヘッジ会計の方法
　 ① ヘッジ会計の方法：繰延ヘッジ処理によっています。
　 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：デリバティブ取引（為替予約取引）
ヘッジ対象：外貨建予定取引

③ ヘッジ方針 ：外貨建予定取引の為替変動リスクをヘッジするため、為替予約取引を行うものとし
ています。

　 ④ ヘッジの有効性評価の方法
：ヘッジ対象である外貨建予定取引とヘッジの手段とした為替予約取引は、重要な条
件が同一なので、有効性判定を省略しています。

（9）のれんの償却に関する事項
のれんの償却費については、効果の発現する見積期間（20年以内）を償却年数とし、定額法により均等償
却しています。ただし、金額が僅少のものは、発生時に全額償却しています。

（10）消費税等の会計処理
　 消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。

5. 会計方針の変更
「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」
という。)、「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会
計基準」という。)および「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以
下「事業分離等会計基準」という。)等を、当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社
に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結
会計年度の費用として計上する方法に変更しています。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業
結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しが企業結合年度の翌年度に行
われた場合には、当該見直しが行われた年度の期首残高に対する影響額を区分表示するとともに、当該影
響額の反映後の期首残高を記載する方法に変更しています。加えて、当期純利益等の表示の変更および少
数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っています。
企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(４)、連結会計基準第44－５項
(４)および事業分離等会計基準第57－４項(４)に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の
期首時点から将来にわたって適用しています。
この結果、当連結会計年度末の資本剰余金が67百万円減少しています。また、当連結会計年度の損益に
与える影響は軽微です。
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6. 未適用の会計基準等
「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日)
(1) 概要
繰延税金資産の回収可能性に関する取扱いについて、監査委員会報告第66号「繰延税金資産の回収可能性
の判断に関する監査上の取扱い」の枠組み、すなわち企業を５つに分類し、当該分類に応じて繰延税金資
産の計上額を見積もる枠組みを基本的に踏襲した上で、以下の取扱いについて必要な見直しが行われてい
ます。
① (分類１) から (分類５) に係る分類の要件をいずれも満たさない企業の取扱い
② (分類２) および (分類３) に係る分類の要件
③ (分類２) に該当する企業におけるスケジューリング不能な将来減算一時差異に関する取扱い
④ (分類３) に該当する企業における将来の一時差異等加減算前課税所得の合理的な見積可能期間に関する
取扱い
⑤ (分類４) に係る分類の要件を満たす企業が (分類２) 又は (分類３) に該当する場合の取扱い

(2) 適用予定日
平成29年３月期の期首より適用予定です。

(3) 当該会計基準等の適用による影響
影響額は、当連結計算書類の作成時において評価中です。

　
7. 注記事項
（連結貸借対照表）
　（1）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。
　（2）有形固定資産の減価償却累計額は、26,835百万円です。

（連結損益計算書）
　 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。
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（連結株主資本等変動計算書）
　（1）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。
　（2）当連結会計年度の末日における発行済株式の総数は、次のとおりです。
　 普通株式 89,730,980株
　（3）当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類 配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

平成27年６月25日
定時株主総会 普通株式 1,537 35.0 平成27年３月31日 平成27年６月26日

平成27年11月４日
取締役会 普通株式 1,490 17.0 平成27年９月30日平成27年11月27日

(注)当社は、平成27年４月１日を効力発生日として、普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行いま
したが、平成27年６月25日定時株主総会に基づく１株当たり配当金額については、基準日が平成27年
３月31日であるため、平成27年４月１日付の株式分割は加味していません。

　（4）当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
次のとおり、決議を予定しています。

決 議 株式の種類 配当の原資
配当金の
総額
(百万円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成28年６月28日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 1,541 18.0 平成28年３月31日平成28年６月29日

（金融商品に関する情報）
　（1）金融商品の状況に関する事項

当社グループは、金融商品について堅実で安全性の高い運用を行う方針としています。
受取手形および売掛金に係る顧客の信用リスクについては、債権管理規定に沿って、取引先ごとに期日管
理を行うとともに、主要な取引先の信用状況をモニタリングし、財務状況等の悪化による回収懸念を早期
に把握することで、軽減を図っています。
投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、また市場の状況等を勘案して保
有状況を継続的に見直しています。
支払手形および買掛金の支払期日は、１年以内です。
借入金は、主に事業運営に必要な資金（主として短期）として調達しています。
デリバティブは、為替リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針です。
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　（2）金融商品の時価等に関する事項
平成28年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額につ
いては、次のとおりです。

連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

　① 現金及び預金 16,422 16,422 ―

　② 受取手形及び売掛金 59,338 59,338 ―

　③ 有価証券 11,000 11,000 ―

　④ 投資有価証券

　 その他有価証券 5,112 5,112 ―

　⑤ 支払手形及び買掛金 29,726 29,726 ―

　⑥ 短期借入金 1,174 1,174 ―

　 ① 現金及び預金、② 受取手形及び売掛金、③ 有価証券
これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

　 ④ 投資有価証券
これらの時価は、取引所の価格によっています。

　 ⑤ 支払手形及び買掛金、⑥ 短期借入金
これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

（注）「非上場株式」および「投資事業有限責任組合およびそれに類する組合への投資」（連結貸借対照表計
上額1,036百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、
時価を把握することが極めて困難と認められるため「④ 投資有価証券 その他有価証券」には含めて
いません。

（１株当たり情報）
　（1）１株当たり純資産は、1,140円25銭です。
　（2）１株当たり当期純利益は、120円12銭です。

　（重要な後発事象）
　 該当事項はありません。
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個別注記表

1. 重要な会計方針
（1）有価証券の評価基準および評価方法

子会社株式および関連会社株式…移動平均法による原価法によっています。
そ の 他 有 価 証 券
時 価 の あ る も の……決算期末日の市場価格等に基づく時価法によっています。

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ
り算定しています。）

時 価 の な い も の……移動平均法による原価法によっています。
（2）デリバティブの評価基準および評価方法
　 為替予約取引は、時価法によっています。
（3）たな卸資産の評価基準および評価方法

評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法）、評価方法は下記のとおり
です。
製品・商品・半製品………移動平均法
仕 掛 品………個別法
原 材 料 ・ 貯 蔵 品………移動平均法

（4）固定資産の減価償却の方法
　 ① 有形固定資産（リース資産を除く）
　 定率法によっています。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法によってい
ます。

　 なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　 建物及び構築物 ３～50年
　 機械装置及び運搬具 ２～15年
　 ② 無形固定資産（リース資産を除く）
　 定額法によっています。
　 なお、ソフトウエアについては利用可能期間（３～５年）に基づく定額法によっています。
　 ③ リース資産
　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法（定額法）によっています。
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（5）重要な引当金の計上の方法
　 ① 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

　 ② 賞与引当金
　 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しています。
　 ③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき
計上しています。

　 退職給付見込額の期間帰属方法
：退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属
させる方法については、給付算定式基準によっています。

　 数理計算上の差異の費用処理方法
：数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数(５年)による定率法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業
年度から費用処理することとしています。

なお、退職給付に係る未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取扱いが連結貸借対照表と異なり
ます。

　 ④ 製品保証引当金
製品の出荷後、無償で行う補修費用に備えるため、売上高に対する当該費用の発生割合および個別見積
に基づいて補修費用の見込額を計上しています。

（6）重要な外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理していま
す。

（7）重要なヘッジ会計の方法
　 ① ヘッジ会計の方法
　 繰延ヘッジ処理によっています。
　 ② ヘッジ手段とヘッジ対象
　 ヘッジ手段：デリバティブ取引（為替予約取引）
　 ヘッジ対象：外貨建予定取引
　 ③ ヘッジ方針
　 外貨建予定取引の為替変動リスクをヘッジするため、為替予約取引を行うものとしています。
　 ④ ヘッジの有効性評価の方法

：ヘッジ対象である外貨建予定取引とヘッジ手段とした為替予約取引は、重要な条件が同
一なので、有効性判定を省略しています。

（8）消費税等の会計処理
　 消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。
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2. 会計方針の変更
「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」
という。)および「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業
分離等会計基準」という。)等を、当事業年度から適用し、取得関連費用を発生した事業年度の費用として
計上する方法に変更しています。また、当事業年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な
会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しが企業結合年度の翌年度に行われた場合には、当該見直
しが行われた年度の期首残高に対する影響額を区分表示するとともに、当該影響額の反映後の期首残高を
記載する方法に変更しています。
企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(４)および事業分離等会計基準第

57－４項(４)に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点から将来にわたって適用して
います。
なお、この変更による計算書類に与える影響はありません。

3. 注記事項
（貸借対照表関係）
（1）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。
（2）関係会社に対する金銭債権および金銭債務は、次のとおりです。

短期金銭債権 58,836百万円
短期金銭債務 12,447百万円

（3）有形固定資産の減価償却累計額は、19,771百万円です。
（4）関係会社の金融機関等からの借入に対する債務保証残高は、785百万円です。

（損益計算書関係）
（1）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。
（2）関係会社との取引高は、次のとおりです。

営業取引
　売上高 95,894百万円
　仕入高 23,853百万円
　販売費及び一般管理費 1,273百万円
営業取引以外の取引高
　収益 5,450百万円
　費用 34百万円

事業報告書 2016年05月25日 19時53分 $FOLDER; 10ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



10

（株主資本等変動計算書関係）
（1）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。
（2）当事業年度の末日における自己株式の総数は、次のとおりです。

普 通 株 式 4,073,033株

（税効果会計）
　 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
　たな卸資産評価損 298百万円
　賞与引当金 462百万円
　退職給付引当金 243百万円
　製品保証引当金 59百万円
　貸倒引当金 23百万円
　関係会社株式等評価損 327百万円
　減価償却資産償却 1,773百万円
　その他 687百万円
繰延税金資産 小計 3,875百万円
評価性引当額 △511百万円
繰延税金資産 合計 3,363百万円

繰延税金負債
　資産除去債務 △10百万円
　その他有価証券評価差額金 △882百万円
繰延税金負債 合計 △893百万円

繰延税金資産の純額 2,470百万円
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（関連当事者との取引）
　子会社

会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合（％）

関連当事者との関係
取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
(百万円)役員の

兼任等 事業上の関係

日本光電東北㈱ 100 ― 当社医用電
子機器販売

当社製品の販売
（＊１） 3,598 売掛金 1,510

日本光電東関東㈱ 100 ― 当社医用電
子機器販売

当社製品の販売
（＊１） 6,741 売掛金 2,978
運用預り金
（＊２） 457 預り金 1,270

日本光電北関東㈱ 100 ― 当社医用電
子機器販売

当社製品の販売
（＊１） 7,182 売掛金 3,357

日本光電東京㈱ 100 ― 当社医用電
子機器販売

当社製品の販売
（＊１） 13,694 売掛金 6,419
運用預り金
（＊２） 1,637 預り金 3,215

日本光電南関東㈱ 100 ― 当社医用電
子機器販売

当社製品の販売
（＊１） 7,870 売掛金 3,745

日本光電中部㈱ 100 ― 当社医用電
子機器販売

当社製品の販売
（＊１） 7,425 売掛金 3,406

日本光電関西㈱ 100 ― 当社医用電
子機器販売

当社製品の販売
（＊１） 12,724 売掛金 5,981
運用預り金
（＊２） 230 預り金 1,430

日本光電中四国㈱ 100 ― 当社医用電
子機器販売

当社製品の販売
（＊１） 7,202 売掛金 3,089

日本光電九州㈱ 100 ― 当社医用電
子機器販売

当社製品の販売
（＊１） 8,877 売掛金 4,292

日本光電富岡㈱ 100 ― 当社医用電
子機器製造

当社販売用製品の
仕入（＊３） 22,872 買掛金 2,118
材料仕入の立替
（＊４） 19,204 未収入金 5,231
資金の貸付
（＊５） 1,850 関係会社

短期貸付金 2,100

日本光電アメリカ㈱ 100 ２名 当社医用電
子機器販売

当社製品の販売
（＊１） 6,242 売掛金 2,529
資金の貸付
（＊５） 391 関係会社

短期貸付金 3,155

日本光電ヨーロッパ㈲ 100 ― 当社医用電
子機器販売

資金の貸付
（＊５） 493 関係会社

短期貸付金 1,851
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（注）取引金額には消費税等が含まれていません。

　 取引条件および取引条件の決定方針等
　 ＊１ 当社製品の販売価格は、市場価格を勘案し、決定しています。
　 ＊２ 運用預り金の金利は、市場金利を勘案して決定しています。
　 ＊３ 当社販売用製品の仕入価格は、製造会社の製造原価をもとに、決定しています。
　 ＊４ 材料仕入の立替は、同社の製造用材料の購入を立て替えたものです。
　 ＊５ 資金の貸付金の金利は、市場金利を勘案して決定しています。

（１株当たり情報）
　（1）１株当たり純資産は、963円16銭です。
　（2）１株当たり当期純利益は、134円22銭です。
　
（重要な後発事象）
　 該当事項はありません。
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